











































































































































































































































































年が8,074円, 3.0%, 10年が8,166円, 3.0%である。賞与は平成８年から
10年にかけて，すべて夏2.0ヵ月，冬2.8ヵ月である。一時金及び年金の支
給乗率は，第９表及び第10表に示されている。
　当社の就業時間は事務部門が９時から６時，生産部門が８時30分より５
時30分，Ｇ工場が８時より５時までであり，途中１時間の休憩がある。製
版部においては，単能機が使用され，作業日程が決められているため，し
ばしば残業が生じる。
　ＺＤ運動が発足した当時は順調な滑り出しとなり，それ相応の効果をも
たらしたが，その後は運動が沈滞化した点については，前著で詳述したと
おりである。しかし，近年においては, ZRQ運動と名称を変更し，その
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第５表　職　能
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給　表（賃上３％）
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第６表　資格役職手当
第７表　人事考課表（その１）
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第７表　人事考課表（その２）
第３図　年齢別賃金グラフ
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第８表　年齢別賃金
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第９表　一時金支給乗率
成果を期待すべく，経営陣が努力を傾注した。グループ数も38から49へと
増大し，各グループには，「天気けいさん」「わすれな草」「がまん，がま
ん」「蜻蛉」といった愛称をすべてつけ，親近感の培養にっとめた。ZR
Ｑ運動は半年に１度，研究発表をすることにしているが，件数は，かなり
多く，特許をとったものもあった。不良品は依然として発生しているが，
機械の入れ替え頻度が高くなるにともない，従業員もそれに慣れ，事故は
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第10表　年金支給乗率
減少しているとのことである。
　福利厚生についていえば，がっては，熱海の保養所は不評という意見が
あったが，最近は運営も改善され，利用者は増加している如くである。文
化，体育関係のサークルは野球と囲碁がきわめて活発化しているが，他は
沈滞化している。労使関係は良好に運営されており，今後の労務管理上の
課題としては，教育訓練の向上があり，とくに，管理者の研修を重視して
いきたいとのことである。
　5.高度経済成長後期におけるＭ社労務管理の意義
　前著で述べたように，Ｍ社でレコード関係の印刷物が50％をこえたのは，
昭和35年からであり，大部分を占めるに到ったのは43年からであり，その
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理由は美術印刷とジャケット生産の技術がすぐれていたことと，多種少量
生産のため，大企業の参入する余地がなかったことが挙げられる。このた
め，レコード関係の印刷にかんしては，最大手であり，順調な発展を遂げ
てきたのであるが，多くの企業と同様，オイルショックの影響ならびにバ
ブル崩壊の影響は大きなものがあった。
　しかし，レコードに代わるＣＤ，ＬＤ，ＤＶＤといったＡＶ関連の普及
は，当社にとって好都合であった。この種の商品は色彩にとみ，生産に当
って，高度の技術を要し，コンピューターの大幅の導入を必要とさせた。
その結果，前工程を担当する本社工場の作業員は２．３年前から，一目し
て，工場労働者というよりむしろ，コンピューター技術者の感を抱かせる
存在に変わった。
　そして，それがため今後，需要が急増すると思われるＣＤ－ＲＯＭ等の
マルティメディア関連への進出は充分に期待され，企業の未来には，洋々
たるものがみられる。
　また，47年にＳ県Ｇ市に広大な敷地をもつ工場を新設したが，ここでは，
印刷及び加工という後工程を担当し，印刷機のスピードは倍速化したもの
の，職務の内容は高度経済成長後期をそのまま，継承している。このよう
に，等しく作業員といっても，両工場では，基本的に，職務内容を異にし，
場所も離れているが，交通上の不便はほとんどなく，連絡がとり易い。し
かも，Ｇ工場は労働力の潤沢な地域であるため，採用管理が容易である。
　以上のようにみていくと，当社の明るい未来は，高度経済成長期に，レ
コード関連の印刷に尽力した点と，Ｇ市に工場を新設した点に基づくとこ
ろが大きかった。今後の発展にとっては，マルティメディア関連への進出
に伴う営業部門の活躍に期待する面が，きわめて大きい。
　6.おわりに
　はじめに述べたように，かつては，「日本的経営」の中核と考えられて
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いた終身雇用慣行も崩壊の兆しをみせている。また，これにともない，労
務管理の理念も年功主義から能力主義に移ろうとしている。そして，従業
員の多くは企業の動揺により，労働意欲を低下させている。
　こうした傾向は高度経済成長後期に順調な発展を示した上層中小企業，
Ａ，Ｍ両社においては，どのようにみられるであろうか。この時期に企業
が発展し続けた理由の第１は製品の優秀性にあった。そのため，製品がす
べて受注による物であったにもかかわらず，納入先から買いたたかれるこ
ともなく，企業の未来に暗雲はみられなかった。
　しかし，両社ともオイルショックならびに，バブル崩壊の影響はきびし
く，どちらかの時期に，希望退職者の募集を迫られ，人員を削減した。Ｍ
社はオイルショックの時期であったが，近年においては，順調な経営活動
を展開し，未来には明るい兆しがみえている。これに対してＡ社はオイル
ショックはどうにか切り抜けてきたが，近年は人員削減を実施せざるをえ
ない状況に，追い込まれた。この違いは，あきらかに，製品の性格ならび
に受注先の違いに依存している。
　要するに，Ｍ社はかつてレコードのジャケットが主要製品であり，その
特殊技術が一層の発展を示し，このため，今後，需要が急速にのびると思
われるマルティメディア関連への進出には大きな期待がかけられ，明るい
が展望がみられる。また，その故に労働条件も相対的に恵まれているが，
これらはすべて，高度経済成長期の遺産なのである。また能力主義管理も
かなり進展しているが，これまた同時期の遺産なのである。なお，印刷の
前工程においては，自己の能力を発揮する場が多く，労働意欲減退の兆候
はみられない。
　これに対して，Ａ社は製品の大部分が歯車であり，一貫生産システムを
導入している優良企業であり，これを可能にしたのは，高度経済成長期に
おける企業側の努力と決断であった。すなわち，労使協議会の設立，新鋭
機械設備の導入，交代制勤務の実施であり，これが功を奏し，大幅の成長
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をもたらした。この点は現在においても重要な遺産となっているのだが，
当社には別の遺産もみられる。それは１つは，自社製品が少なく，製品の
大部分が，２つの大企業に納入されていたことであり，きびしい不況下に
ある現在，受注額が激減し，がっては，相対的に高賃金であったが，今は
その面影はない。もう１つは，高度経済成長期に能力主義的賃金管理の必
要性を，充分に認識していたにもかかわらず，その実現をみぬまま，今日
に到つていることである。従業員の労働意欲は若年層にかんしては，やや
沈滞気味の感がある。しかし何分にも製品の質が優れているため，能力主
義管理を浸透させ，自社製品を開発し，納入先の開拓に努めていけば，ふ
たたび，企業が発展する可能性は充分あるものと思われる。しかし，長期
にわたる慣行を崩し，経営方針を改めるためには大きな努力が求められる
であろう。
　　本橋は成城大学教員特別研究助成による研究成果の一部である。
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